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論説

2000年代のサハリン州「有益な鉱物資源の採掘業」
発展に対応する職業分野の高等専門家養成の課題：

中高等専門教育の「連邦国家教育スタンダード」に対する一考察

堀 内 明 彦

は じ め に

⑴ 問題の所在

本研究は，2000年代のサハリン州（以下，

「州」と略記）地域産業に寄与する高等専門

家養成の課題について，中等および高等専門

教育機関 の教育課程編成の分析を通して，

明らかにする。

2008年９月のリーマン・ショックにより，

一時的にマイナス成長（－7.90，2009）を経

験したロシア連邦のGDPは，翌2010年に

は，プラス成長（4.0，2010)に転じた。こ

うした力強い経済回復は，ロシア連邦政府

（以下，「国」と略記）の政策が，「有益な鉱

物資源の採掘業」という産業分野発展を目的

にしたことと，その「有益な鉱物資源の採掘

業」に対応した職業分野の専門家を労働市場

に輩出している高等教育機関の「教育の質」

向上を目標としてきたことに依る。こうした

目標を掲げた背景には，1990年代半ばから

ロシア経済においては，国内労働市場が国に

対し世界労働市場での競争力向上を要求し続

けてきたことがある。その一方で，2010年

現在ロシア経済には，労働市場と中等および
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1 中等，高等と高等後期専門教育について，中等

専 門 教 育 は

（以下，「 」と略記），高等と高

等後期専門教育は

と

という（以下，それぞれ「 」と

「 」とに略記）。また，それぞれの教育機関

を，

という（以下，

「 」，「 」と「 」と に 略

記）。

2 2008年９月のリーマン・ショック前後におけ

る国内総生産の推移を明らかにするために，表１

「2005-2011年間のロシア連邦実質GDP成長率と

インフレ率，％」を見てみる。

.euromonitor.com/FactFile.aspx?country＝RU

表1「2005-2011年間のロシア連邦実質GDP成長率とインフレ率，％」

項目/年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

実質GDP成長率，％ 6.35 7.62 8.50 5.50 －7.90 4.00 4.80
インフレ率，％ 12.68 9.68 9.00 14.10 11.70 6.90 9.40
消費支出，百万米ドル 362,824.00 463,426.84 613,952.30 791,820.30 654,999.30 763,373.50 785,151.10
年間粗所得，百万米ドル 511,905.91 653,608.72 858,749.10 1,110,367.90 881,121.20 1,031,689.60 1,059,297.40

年間可処分所得，百万米ドル 423,125.25 541,786.05 705,359.60 902,820.90 713,526.80 832,977.10 855,267.50

表１は，下記資料・典拠より。
05-06年は〝Euromonitor international"ホームページ，2009年12月９日，および，07-11年は2011年７月17
日，http://www より。

ア語多数あ★ロシ シア語は単語の途中で切らないでください）★
図表の入れ方注意‼

り（ロ



高等専門家との労働需給のミスマッチ問題が

発生している。具体的には次の２つの問題が

指摘され得る。

１つ目に，中等教育では建設・土木・運輸

業に対応する職業（専門）分野の労働市場に

おいて中等専門家が不足していることである。

その中等専門家需給のミスマッチの原因は，

労働市場の要求に見合う職業分野と技術力に

足る専門技術者が育ち得ていないことである。

そのために，州では高等専門教育機関が中等

専門家の不足分を「代替」する現実策が取ら

れている。２つ目に，高等と高等後期教育で

はデスクワークに繫がる分野が肥大して卒業

者の分野が労働市場にマッチしていないこと

である。こうした労働市場における問題につ

いて，2000年代を中心に中高等両教育機関

がどのように対処してきたかを，「有益な鉱

物資源の採掘業」に対応する職業分野の専門

家養成に絞って調べ直す必要がある。

一般的に，労働政策は，労働力商品を対象

として，市場法則に基づき，労働市場の機能

を保障するという国の管理方針および手段で

ある。ロシア連邦においては，労働力商品で

ある専門家を養成し労働市場に供給するのは，

中高等専門教育機関であり，その労働市場の

中で，専門家に価格を付け雇用，すなわち需

要するのが，企業，組織，団体である。ロシ

ア連邦においては，中高等専門教育機関でし

か職業専門資格を取得できない仕組み，つま

り，学校卒業時に同時に当該職業専門資格を

得るシステム，になっている。そういう意味

では，中高等専門教育機関に対する国の教育

政策，特にその指針となる「連邦国家教育ス

タ ン ダード

（以下，特に断

りのない限り「スタンダード」と記すものは

連邦国家教育スタンダードのことを指す）」，

が，国の労働政策の中心的部分となる。本研

究では，「有益な鉱物資源の採掘業」に対応

する職業（専門）分野の専門家養成を主目的

とするため，「普通教育」でなく中高等「専

門教育」の「スタンダード」を検討すること

が，国の教育政策の課題を解明する鍵となる

のである。

国の教育政策について検討するフィールド

として州を選んだ理由は，次の点で典型的な

経済状況および産業構造を示しているからで

ある。経済状況とは，2008年のリーマン・

ショック前後の州地域内総生産指数を見ると，

2000年代で初めて，前年比95.7とマイナス

になったのだが，翌年2009年には，全国よ

りも早く前年比110.9（同年全国GDP

－7.90）まで回復を見せたことである。産業

構造とは，その成長回復は，州産業分野別生

産高の90％以上を占める「有益な鉱物資源

の採掘業」発展に依るが，その主なものは

「石油ガス採掘業」だったことである（以下，

「有益な鉱物資源」を「石油ガス」と表記）。

当該産業分野の地域労働市場に殆どの専門

家を輩出しているのが，中等専門教育のサハ

リン国立燃料エネルギーテーフニクム

（以下，「 」と略記），および，

高等〔専門〕教育のサハリン国立大学 （以

下，「 」と略記）「天然資源と石油ガ

ス業」学部である。この両校が養成した中高

北海学園大学経済論集 第61巻第３号(2013年12月)

3 2009年調査の時， 「石油ガス業」学部

に新たに「天然資源と石油ガス業」学部が開設さ

れたことについて，メールキィに確認したが，そ

の時学部改編の時期が誤って記載されたと分かっ

た（堀内，2010，41-56頁）。次の通り訂正した

い。その誤りとは，「石油ガス業」学部に新たに

「天然資源」が付け加えられた時期は，2008年で

なく，2003/2004学年度であった。（2011年９月

20日に， 「天然資源と石油ガス業」学部

学部長室で， 「天然資源と石油ガス業」

学部メールキィ・ヴャチェスラーフ・アナトーリ

エヴィチ（

）に筆者が，聞き取り調査を実施した）。
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等専門家に対して，州における国内外企業，

組織，団体がどの程度の価格を付けるかは，

州だけでなく国の重大な関心事と言えよう。

⑵ 「スタンダード」と研究手法

国の労働政策は，労働商品である専門家の

労働市場への供給に関して見れば，教育政策

である。その教育政策は「スタンダード」を

指針とする。ロシア連邦の専門家養成に関し

ては，「専門教育」の「スタンダード」が教

育政策の根本である。「専門教育」は初中高

等と高等後期専門教育に細分される。その

「専門教育」が「スタンダード」に具体的に

示されたのは，1996年からであり，2007年

に変更され2013年現在に至っている 。「専

門教育」の教育政策について，1996年に示

されたときから国は，初中等段階の「専門教

育」を高等・高等後期段階の「専門教育」と

区別してきた。そのことは，「スタンダード」

成立までの以下の３つの経緯の特徴から推察

できる。

１つ目に，「（暫定）国家教育スタンダー

ド」には，「『普通教育』の基礎普通教育プロ

グラム習得の最低限の必修内容…」（「教育

法」（1992）第７条第１項）といった「普通

教育」に関する記載は存在したが，「専門教

育」についての特段の記載が無かった。２つ

目に，「（暫定）国家教育スタンダード」の中

で「専門教育」についての具体的な記載が為

されたのは，1996年１月に一部改正された

「教育法」（1996）のときであった。この「教

育法」（1996）第７条が法律として正式に成

立した「国家教育スタンダード」である。こ

の「国家教育スタンダード」の特色は，基礎

教育プログラムに関する「科目内容の全国的

統一」（同条第３項１）と同プログラムの

「（普通教育から専門教育までの）連続性」

（同条第３項２）であった。３つ目に，時を

経ずして国は，同年８月に連邦法第125条

「高等と高等後期専門教育について

」において「専門教育」の中か

ら高等と高等後期「専門教育」を区別し規定

した。

こうした初中等段階の「専門教育」を高

等・高等後期段階の「専門教育」と区別した

のは，その時点までの経済-社会情勢の変化

や教育現場で生じた混乱に対処し，新たな教

育政策の方向性を国民に示す上で必要な措置

だったからではないか。

「スタンダード」は，「連邦全体の教育課程

基準を定める上での義務的最小量を規定する

ものである（わが国における学習指導要領に

相当）」（黒木，68頁）。その「スタンダー

ド」を指針として，中高等専門教育機関は

「教育課程」を編成し，その「教育課程」に

基づき専門家を養成し，労働市場に労働力商

品としての中高等水準の専門家を供給してい

る。その「教育課程」の中で，専門教育機関

は，学生が習得すべき「基礎教育プログラム

の科目と授業時数，また，（職業分野の）必

2000年代のサハリン州「有益な鉱物資源の採掘業」発展に対応する職業分野の高等専門家養成の課題(堀内)

5 連邦法第125条「高等と高等後期専門教育につ

いて」は，1996年成立以降，2000年から修正が

始まり2009年までに42回修正された。その内半

数以上の24回の修正は2007年以降に実施された

（連邦法第125条「高等と高等後期専門教育につ

いて」解説）。本稿では，特段の記載が無い限り，

「高等と高等後期専門教育について」は，

2000-2009年間の修正を含む「高等と高等後期専

門教育について」を指すのである。

4 この「国家教育スタンダード」は，2007年に連

邦法に基づき「連邦国家教育スタンダード」と改

称された。本稿で使用する「スタンダード」は，

2007-2013（現在）年間の法規を指すのである。

それに対し，1992年の「国家教育スタンダード」

は連邦議会（国会）による正式な成立を見ずに終

始したので，「暫定国家教育スタンダード」と呼

ばれ，2004年から正式に法律となったものが

「国家教育スタンダード」と称される（スタン

ダード成立の詳細については，黒木，68頁参

照）。
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修と選択科目，および，学校独自の設定科目

（以下，学校独自の設定科目を「（学校）選

択」科目と略記）」（「教育法」 1996改正，

第７条第４項１>）等を提示している。

従って本研究では，州における基幹産業が

「石油ガス業」であり，当該産業分野に対応

する職業（専門）分野の中高等両方の「専門

教育」に関する「教育課程」を比較検討する

手法を採る。

Ⅰ 先行研究の動向

本章では，ロシア国内外の「職業教育」研

究の内，教育課程の指針となる「国家教育ス

タンダード」に関する４人の研究者の研究状

況を検討し，その研究動向を明らかにする。

国が経済成長を追い求め続けるなら，市場

と専門家養成との関係において重要なことは，

如何に「革新的技術」を開発し，どのように

専門家がその技術を習得するかである。国は，

その技術の習得を，各教育機関においてより

効率的に為されるような専門家養成の仕組み

にしていく必要がある。しかしながら，ロシ

アに限らず「革新的技術」の教育機関への適

用は，必然的に遅れる。それを少しでも解消

するために国は，企業において「職業教育」

を補完させるか，あるいは，教育機関に対し

企業と協力して「インターンシップ」をより

充実するかしかないのである。ところが，ロ

シアにおいて，その職業専門資格は，教育機

関でしか習得できない。そうした教育機関に

おいては，教育課程編成における「国家教育

スタンダード」の厳格な適用が足枷となり，

益々「革新的技術」の教育機関への適用が遅

れている。故に，「国家教育スタンダード」

の柔軟な適用に道を開くことが重要である。

こうした「革新的技術」の教育機関への適

用の遅れを問題として指摘したのは，ハバロ

フスク国立工科大学アカデミーのヤー・エ

ス・ボチャローヴァやモスクワ国立工科大学

のイー・ヴェ・フョードロフである。ボチャ

ローヴァは，旧ソ連邦崩壊後の経済構造転換

期の中で，大部分伝統的モデルを継承した

「国家教育スタンダード」の硬直性が新たな

経済構造への転換を阻害していると批判し

た （ ）。フョードロフ

は，「国家教育スタンダード」それ自体が現

代の国際専門資格標準や市場経済要求に適合

しなくなった （ ）と述べ

た。そうして，両者ともロシアの「職業教

育」に関して，「国家教育スタンダード」に

より制約を受けた教育課程編成の限界を指摘

したのである。ボチャローヴァが，細分化し

過ぎた「国家教育スタンダード」の職業専門

家資格分野をより大きな群でまとめることを

提案した点は評価され得る。一方で，ボチャ

ローヴァが，具体的に分野再編の項目につい

て検討していない点は問題視されるべきであ

る。一方，フョードロフは，具体的項目の再

編をし，国に対し新たな「国家教育スタン

ダード」を提起した。しかし，そのフョード

ロフでさえ，「国家教育スタンダード」を指

針として作成される教育課程の具体例にまで

踏み込んで検討はせず，ましてや と

との関係までを明らかにはしていない。

また，ロシアの高等教育改革に関して，

「国家教育スタンダード」の在り方を変える

方向での改革を提唱したのは，ニューヨーク

市立大学付属スタテン島カレッジのアレクセ

イ・ウェ・マトヴェエフであった。マトヴェ

エフは，国，労働市場と教育機関（の専門家

養成）間の関係を注視し，「ロシア連邦法」，

「教育法」と連邦法「高等と高等後期専門教

育について」等を検証し，ロシアの高等教育

には，市場要求の変化に対応した柔軟な教育

課程編成と学術的な基礎研究が不足しており，

その２つの点を高等教育では改革する必要が

1 詳細は，堀内明彦（2008），序章と第１章参照。

2 同上。
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あると強調した（Matveev,1999,p.3）。彼は，

そうした柔軟な教育課程編成および学術的な

基礎研究を実現するために，国が教育の質を

めぐる教育機関への許認可制度を柔軟に運用

し，「国家教育スタンダード」を国，労働市

場と教育機関にバランス良く適合させる必要

があると述べる（Ibid,p.20）。モスクワ国立

国際関係大学社会学部ナディア・フェドトワ

は，単に「国家教育スタンダード」によって

もたらされた の専門家供給と労働市場

需要との関係のミスマッチを問題視しただけ

でなく，「国家教育スタンダード」における

と との教育課程相互の関係が必

ずしも連続的（＝系統的）なものではない点

を批判した（Fedotova,2003,p.1,p.2 and p.

4）。そうした専門家需給のミスマッチ問題に

対してフェドトワは，地域によっては

における専門家養成を が代用する現実

策が採られてきてはいるが，その供給が需要

に追い付かない現状を見抜いていたのである。

但し，フェドトワの報告は，地域労働市場に

密接な関係のある職業分野に対応する専門家

の具体的な教育課程を検討していない点で説

得力に欠けるものであった。従って本稿では，

と との両教育課程に具体的に踏

み込んだ考察を加えることによって，高等専

門家養成の「専門教育」に対する教育政策に

関する課題を明らかにする。

Ⅱ 「連邦国家教育スタンダード」と
高等専門教育の課題：

「有益な鉱物資源の採掘業」分野に対応する

と との職業〔専門〕資格取得の

ための教育課程比較対照を中心として

2000年代の「国家教育スタンダード」が

2007年に「スタンダード」に改正された背

景には，どのような教育政策の変化があった

のか。「スタンダード」の主な改正点は，２

つある。１つは，普通と職業〔専門〕教育の

基礎教育プログラムとが連続している（＝系

統的である）ことである。普通教育習得の質

を確かめるために，国は，将来の専門家に対

して義務教育を２年間延長（「教育法」第19

条第３，４項，2007）し，卒業資格として各

教育機関が実施する最終試験の他に，「統一

国家試験（＝日本のセンター試験に類似）」

を課す教育制度改革を実施したのである

（「教育法」第16条第３項，2007）。２つは，

国がこれまで教育課程作成に関わって，強い

縛りをかけてきた「国家教育スタンダード」

を緩和し，「スタンダード」に改正したこと

である。国は， による専門家養成を実

施している国立 が，地域経済の必

要性や学校独自の必要から判断した「教育ス

タンダードや要求」（「教育法」第７条第２項，

2007）を吸い上げつつ，より柔軟に教育課程

を実現できるようにしたのである。国立

が地域経済の必要性から選択したの

は「地域選択」科目，そして，学校独自の要

求内容を表すのが「（学校）選択」科目であ

る。

本章では， の教育課程の内，主に

「地域選択」科目と「（学校）選択」科目を検

討することによって，州「石油ガス業」発展

における当該産業分野に対応する職業分野の

高等専門家養成の課題を明らかにする。とい

うのは，「必須」科目は全国の国立

に共通し，必ずしも地域経済の現状を反映す

るものではないが，「選択」科目は地域経済

の必要に対してより直接的に関係し学校の方

向性を示すものだからである。こうした考え

により，本章では，まず「必須」科目の検討

から始めるが概略を記すに留め，次いで，主

として「選択」科目の検証により，

の専門家養成の方向性について検討する。

ロシア連邦教育科学省が発行する「スタン

ダード」は，中高等両方の職業（専門）資格

をまとめたもので，正式には「教育に関する

ロ シ ア 専 門 資 格
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」（以下，「 」と略記）と

いう。 は通常６桁の番号 から成

る。第１，２番目の数字は，ある職業と専門

の一群 を表している。第３，４番目

の数字は，その職業と専門の一群に属する

個々の職業名を表している。第５，６番目の

数字は，個別の職業名に対応する専門分野の

名称を表している。さらに，この６桁の数字

に加えて第７，８番目の数字が使われること

がある。第７番目のそれが，中等（数字

「５」）と高等（数字「６」）を，そして８番

目のそれは資格水準内容の違いを示している。

例えば次に本稿で使用する表に関する

130500.62は，「130500」が「石油ガス業」

を，「６」は高等水準の資格を，そして「２」

は大学入学資格者であることを示している

（詳細は堀内，2008，28-31頁参照）。

表２，３は と 両方の

130500「石油ガス業」に関するものである。

一方で のそれには， では履修

できない130501.65「石油ガス・パイプライ

ンと貯蔵所の設計」技師や でも履

修できる130502.51「石油ガス・パイプライ

ンと貯蔵所の建築と利用（＝運転）」技術者

と130502.52「石油ガス・パイプラインと貯

蔵所の建築と利用（＝運転）」上級技術者の

資格等が含まれている。本稿で取り上げた

の教育課程は， 130502.51/

52（７，８番目の数字「51」は「技術者」，

「52」は「上級技術者」の資格，以下「（上

級）技術者」にまとめて標記）「石油ガス・

パイプラインと貯蔵所の建築と利用（＝運

転）」に関するものなので，表２，３は当該

同士ロシア名で共通する科目，およ

び， の基礎段階と推定される の

に類似する科目とを同じ行に併記した

表に作り変えられている。

2000年代の州地域産業に寄与する高等専

門家養成の課題を明らかにするために，

の 「石油ガス・パイプラインと

石油ガス貯蔵所の建設と開発」に関する技術

者養成と の に関する

130500.62「石油ガス業」の技師養成との関

係をまとめた「表２ 2009-2010学年度中・

高等専門教育の教育課程（一般専門科目）」

および「表３ 2009-2010学年度中・高等専

門教育の教育課程（専門科目）」を検討する。

表の見方について，表２，３では左側に

の科目，右側に の科目を表示し

ている。各科目名の右側には，各科目の「必

修教授-学習，時間」が示されている。

に関して，表２では，全科目の学習時間の合

計だけが示される。一方， に関して，

表２では，「必須」科目である「連邦科目」，

そして，「選択」科目である「地域科目」と

学校独自の要求で設定される「（学校）選択」

科目の合計学習時間およびその合計に対する

各科目の割合が示される。

同様に， に関して，表３では，合計

が示される一方で， に関しては，合計

とその内訳である「講義」と「実習」学習時

間およびその合計に対する各科目の割合が示

される。内訳を示した理由は，「連邦科目」

84.0％が，「講義」284学習時間に加えて，

科目「石油ガス油井の探査と探索」，「石油ガ

ス油井のボーリング」と「石油ガス工業設

備」の「実習」の合計94学習時間を加えた

総計378学習時間であること明示するためで

ある。言うまでもなく，「（学校）選択」科目

16.0％は，残り２科目の「実習」科目の合計

72学習時間を指すのである。
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表2 2009-2010学年度中・高等専門教育の教育課程（一般専門科目)

中等専門教育の科目名 必修教授-学習，時間 高等専門教育の科目名 必修教授-学習，時間

図形幾何学 100

工学的製図 120 工学的製図 100

工業力学 140 理論的力学 200

装置と機械の理論 100

原料の抵抗 100

機械部品と設計の基礎 100

水力学 90 水力学 100

地下液体力学 110

熱力学 90 伝熱工学 140

物質学 60 物質学 50

組成された原料の工学技術 50

電気工学と電子工学 100 一般的電気工学と電子工学 160

度量衡法，規格化，および，証明〔書〕 60 度量衡法，規格化，および，証明〔書〕 80

生活の安全 68 生活の安全 100

地質学 90 地質学 80

石油ガスの地質学 60

工学的地質学 60

石油ガス生産の基礎 70 石油ガス工業的業務の基礎 100

密集した環境の機械技師 60

地層の物理学 60

石油ガス・パイプラインと石油ガス貯蔵
所の建築と利用

100

石油ガスの化学 100

調査方法と手段 50

専門的活動の法的保障 48 特許-許可証的活動 50

金属とパイプ敷設的材料の工業技術 80

〔産業〕分野の経済学 80

経営 32

油井による生産物の収集と予備知識 68

油井の大修理と当座の修理 66

工学的測地学 66

合 計 1,128
小計：連邦科目＝85.9％ 地域科目＝8.3％
(学校）選択科目＝5.8％

2,410

表２は，下記資料・典拠より。
１)

2009年10月２日，
メールキィー・ヴェ・アーより。

２)

2009年10月２日，グシーナ・エリ・アーより。
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⑴ 2000年代の州地域産業に寄与する高等

専門家養成の課題解明のために，「必須」科

目に関して検討する。まず 段階と

段階とで取得できる職業（専門）資格

の相違を確認する。その相違は， ６桁

の数字プラス７番目の数字「５」は，

と 両校で学生が履修でき

るが，「６」は でしか履修できない

ことである。（詳細は堀内，2008，28-31頁

参照）。この前提に基づき の専門

「技師」と の専門「（上級）技術者」

との資格内容の違いを「石油ガス採掘業」に

対応する専門家に関連して述べると，石油が

存在する場所の確定や石油試掘に関する計画

を立案するのは，高等資格者の「技師」であ

り，石油を実際に掘るのが，中等資格者の

「（上級）技術者」である。

本章では，「石油ガス業」全分野に対して

の 「教育課程」と「石油ガス業」の一

分野に対しての 「石油ガス・パイプラ

インと石油ガス貯蔵所（主にガソリンスタン

ド）の建築と利用」に関する「教育課程」と

を比較する手法を採っているので，「石油ガ

ス業」の内， 130502.51/52「石油ガ

ス・パイプラインと石油ガス貯蔵所の建築と

利用」に絞って検討する。

実際には，州労働市場におけるミスマッチ

問題を解決するために， は

の養成すべき「（上級）技術者」を一部代替

して養成しているのが現状である。例えば，

で将来の「技師」が「専門」科目で

なく「一般専門」科目で「石油ガス・パイプ

ライン貯蔵所の建築と利用」１科目（100学

習時間，4.1％，対合計2,410学習時間）（表

２）しか履修しないが，その一方，

で将来の「（上級）技術者」は，「一般専門」

科目でなく「専門」科目で「石油ガス・パイ

プラインの機械と設備」，「石油ガス・パイプ

ラインと石油ガスの利用」と「石油ガス・パ

イプラインと石油ガス貯蔵所の建築」（表３）

表3 2009-2010学年度中・高等専門教育の教育課程（専門科目)

必修教授-学習，時間

中等専門教育の科目名 必修教授-学習，時間 高等専門教育の科目名 うち

講義 実習

石油ガス油井の探査と探索 90 48 42

石油ガス油井のボーリング 90 64 26

石油ガス・パイプラインの機械と設備 100 石油ガス工業設備 90 64 26

石油ガス油井の採掘 90 56 34

石油ガス・パイプラインと石油ガスの

利用
100 石油ガス油井の利用 90 52 38

建築の構造 140

ガスタービン装置 60

工学的測地学 40

生産過程の自動化 110

資源貯蔵的工学技術 32

労働者保護 50

石油ガス・パイプラインと石油ガス貯

蔵所の建築
100

専門化の利用 270

合 計 962
ママ 合計：連邦科目＝84.0％ 地域科目＝０％

(学校）選択科目＝16.0％
450 284 166

＊「1,002」の誤りか。
表３は，下記資料・典拠より。
１）
２）
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を履修し単位を取得する。当該科目は，元々

石油ガス・パイプラインの敷設やガソリンス

タンドの建設を専門とする将来の「（上級）

技術者」が， で履修習得すべきもの

で， で履修習得すべきものではな

い。 が地域労働市場に対し十分な人

数と技術水準を伴った「（上級）技術者」を

輩出していないという問題，換言すれば州労

働市場におけるミスマッチ問題，を解決する

ために， は の果たすべき役

割を代替せざるを得ないのである。

は，「（学校）選択」科目「石油ガ

ス油井の利用」（表３）の小項目「石油ガス

貯蔵所とガソリンスタンドの設計と開発」

（ ）でガソリンスタンドの設

計という本来業務を担う将来の「技師」を養

成する。同時に，その「技師」は，ガソリン

スタンドの建築や利用も担えるような一般的

な知識である「石油ガス・パイプラインと石

油ガス貯蔵所の建築と利用」（表２）を有し

ながら，建築「（上級）技術者」の役割も果

たせる。このように州労働市場においては，

石油ガス・パイプラインの敷設とガソリンス

タンドの建設を担う「（上級）技術者」供給

に対して， が の役割を代

替しているのである。

ところが一方で， は，石油ガス・

パイプラインの敷設とガソリンスタンドの建

設の内，敷設・建設候補地の土地測量および

建築自体を担う将来の「（上級）技術者」に

対 し「専 門」科 目「工 学 的 測 地 学

」と「建築の構造」お

よび「石油ガス・パイプラインと石油ガス貯

蔵所の建築」（表３）を履修習得させながら，

地域経済へ彼らを輩出する責任を果たしても

いる。科目「建築の構造」は建築・土木に直

結する内容と思われるが，その他に科目「工

学的測地学」も建築・土木に関係すると推測

される。そこで，科目「工学的測地学」を論

ずる前にまず「測地学」を，次いで「工学的

測地学」を論じ，当該科目が建築・土木に関

係すると推論した根拠を以下に述べる。

「測地学」とは何かそしてその目的は何か

について明らかにする。「測地学」の１つの

目的は，「正確な地図の作成とその上での位

置を知ること」（青山，2012，第１章第１節）

である。その目的により，「測地学」と測量

技術の発達は密接に関係してきた。「正確な

地図は時間の関数として表現」（同上）せざ

るを得ず，「地球の形」の正確な定義も必要

となった。地球の表面のおよそ70％が海な

ので，「地球の形」を「平均海面とその陸へ

の延長とする」（同上）こととなった。こう

した定義に基づく「地球の形」を知ることは

地球が重量場に支配されている関係で，「重

力の分布」を知ることと同義（同上）である。

この目的により「測地学」は，精密測量技術

とともに発達してきたのである。

また，「測地学」は応用科学の一つとして，

「天文学」，「数学」や「物理学」という基礎

科学の知識を取り入れながら発達してきても

いる 。例えば，「測地学」は精密測量だけで

1 では，「一般自然科学的」科目内，「数

学」（学習時間40）（ ）が，および，

「天然資源と石油ガス業」学部では，

「一般自然科学的」科目内，「数学」（学習時間

600）と「物 理 学」（学 習 時 間 500）

（ ）が，教育課程に設定されてい

る。特徴的なことは， の「数学」の学習時

間 が 短 い 理 由 は ， そ れ が 「 情 報 」

（ ）を補完する目的で設定されてい

る が， の「数 学」は「物 理 学」

（ ）と関係して設置されたという

違いである。「一般自然科学的」科目のもう一つ

の特徴は，「専門」教育において系統的に「生態

学」を取り入れていることである。例えば，

で「自然利用の生態学的基礎」（学習時

間32， ）と で「生態学」

（学習時間100， ）が設定される。

卒将来の専門家の内毎年10％程度は

に進学するが，その内の何人かは，「自

然利用の生態学的基礎」で学習した基礎的「生態
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なく建築・土木といったより人間活動に密着

した測量技術に応用されてきたのである（青

山，2012，第１章第12節）。この「測地学」

を建築・土木に応用したのが， の「工

学的測地学」だと推論できる。というのは，

の科目「工学的測地学」が，「建築の構

造」と「石油ガス・パイプラインと石油ガス

貯蔵所の建築」と同様の科目群に設定されて

いるからである。つまり，石油ガス・パイプ

ラインの敷設およびガソリンスタンドの建設

場所や規模を確定する目的で，測量の技術や

測量技術自体が建築・土木に応用されるので

ある。

他方， の「一般専門」科目「工学

的測地学」（表２）も，建築・土木工学的知

識修得をするが， 卒「技師」は土地

の測量に従事することはない。当該科目は，

本質的に の「必須」科目であって

で履修すべき科目ではない。

が当該科目を「必須」科目でなく「一般専

門」科目内「地域選択」科目という位置付け

で選択したのは，同様に，「一般専門」科目

内「学校選択」科目という位置付けで選択し

た科目「伝熱工学」（表２）と関係するので

はないか。２つの科目の関係がどのような意

味を持つかについて根拠となる資料を示しな

がら次項で検討する。

⑵ 2000年代の州地域産業に寄与する高等

専門家養成の課題解明のために，「選択」科

目について検討する。まず， 「地域選

択」科目（２-１）と「（学校）選択」科目

（２-２）がどの科目かを明らかにする。

「地域選択」科目（２-１）は，「専門」科

目においては０％なので存在しない（表３）

が，「一般専門」科目においては，合計

2,410学習時間の内8.3％に当たる200学習

時間が存在している（表２）。 「地域選

択（一般専門）」科目200学習時間（8.3％）

の内訳は，科目「油井による生産物の収集と

予備知識」68学習時間，科目「油井の大修

理と当座の修理」66学習時間，および，科

目「工学的測地学」66学習時間の３科目で

ある（表２）。

また，「（学校）選択」科目（２-２）は，

前述した通り，「専門」科目「石油ガス油井

の採掘」と「石油ガス油井の利用」の「実

習」科目の合計72学習時間（16.0％）を指

している（表３）。「一般専門」科目において

当該科目は，合計2,420学習時間の内，

5.8％を指している（表２）。この5.8％は，

科目「伝熱工学」140学習時間と推論

できる。というのは，別の例として，この

5.8％が科目「地質学」80学習時間に科目

「石油ガスの地質学」あるいは「工学的地質

学」各60学習時間の内，どちらかを加えた

合計140学習時間だ（表２）と仮定しよう。

この場合， 科目「地質学」80学習時間

は， 科目「地質学」90学習時間にも存

在し，殆ど同じ学習時間である。特別に

で将来の技師に履修させなくても，

地域労働市場に対して が将来の「（上

級）技術者」を輩出するだけで十分である。

ところが一方，この5.8％が科目「伝熱工

学」140学習時間だ（表２）と仮定した場合，

で物理学と直接関係する科目「熱力

学」を将来の「（上級）技術者」に履修させ

たとしても，それは機械工学に応用される科

目「伝熱工学」を修得した「技師」とは質的

に異なり，それぞれの専門家は地域労働市場

で競合しない。

つまり，科目「地質学」は にも存

在するので， が特に重視しているこ

とにはならない。一方科目「伝熱工学」は

の科目「熱力学」を基礎的内容として

含み，かつ，両科目には質的な違いもある。

例えば，科目「熱力学」が熱機関（エンジ

ン）の検査やメンテナンスを担当する「（上
学」知識を 「天然資源と石油ガス業」学

部の科目「生態学」でより深められる。
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級）技術者」用であるのに対して科目「伝熱

工学」はその熱機関を設計する「技師」用で

ある。そうした違いにより， は将来

の「技師」に対して，科目「伝熱工学」を地

域労働市場における課題に対処するために履

修させる必要があったのである。こうした論

拠により，この5.8％が科目「地質学」等で

なく，科目「伝熱工学」であると判断するこ

とができる。

（２-１)2000年代の州地域産業に寄与する

高等専門家養成の課題を解明するために，

「地域選択」科目の３つを検討する。

それら「地域選択」科目の内，特に注目す

べきは 「専門」科目内「工学的測地

学」（表３）， 「一般専門」科目内

「地域選択」科目である科目「工学的測地学」

（表２）である。

前項で述べた通り， で将来の「（上

級）技術者」が，科目「工学的測地学」を習

得する目的は，「測地学」内の地図作成用測

量技術を対象に論じられる「測量学」の建

築・土木工学への応用のためである。

その一方で において，将来の

「技師」が，科目「工学的測地学」を「一般

専門」科目で修得する目的は，建築・土木関

係というよりはむしろ，「測量学」の精密測

量技術の発達に関係するためと推論できる。

なぜなら，「一般専門」科目内の３つの「地

域選択」科目の内「工学的測地学」以外の残

る２つには，建築・土木関係の内容がないか

らである。すなわち，科目「油井による生産

物の収集と予備知識」は全く建築・土木に関

係がないし，「油井の大修理と当座の修理」

が建築後の施設のメンテナンスとして間接的

に関係する程度である（表２）。「一般専門」

科目全体を見れば，科目「石油ガス・パイプ

ラインと石油ガス貯蔵所の建築と利用」が建

築に関係するとしても，前項で述べた通り，

その知識は石油ガス・パイプラインやガソリ

ンスタンドの設計に必要な「一般（的な）専

門」知識に留まり， で習得するよう

な「専門」知識と技能ではない。このように

の科目「工学的測地学」が のそ

れと履修目的に違いがあるとすれば，その違

いは何かそしてその違いにどのような意味が

あるだろうか。この違いを解明する鍵は，

「一般専門」科目内で「地域選択」科目と同

様に が自ら選択した「（学校）選

択」科目「伝熱工学」との関係にある。

そこで注目されるのは，教育課程（表２，

表では省略）に別記された「（学校）選択」

科目，すなわち科目「伝熱工学」，の「変形」

科目である（ ）。「変形」科目

で将来の「技師」は，科目「油井の地球物理

学的調査」あるいは科目「野外の地球物理学

的調査」の何れか１科目を選択できる。

の科目「工学的測地学」はこれら２科

目と関係がある。なぜなら，これら科目の内

「地球物理学的調査」という内容が，「測地

学」の本質的な目的である「地球の形状と重

力場，地球回転，およびその時間的変化を知

る」ために地球環境をモニターすること（青

山，2012，第１章第１節）に適合すると推論

できるからである。

こうした「工学的測地学」と「伝熱工学」

との関係は，環境問題を基軸として見た場合

に初めて意味を持つのである。つまり，「工

学的測地学」と「伝熱工学」とは，「石油ガ

ス油井の採掘」や「石油ガス油井の利用」時

における熱機関（エンジンなど）の燃焼を問

題とした場合に，二酸化炭素CO 排出によ

る地球温暖化，オゾン層の破壊，化石燃料の

枯渇といった環境問題と関係してくるのであ

る（丸山，2007，４頁）。こうした意味で，

国は定期的に地球環境をモニターし地球環境

の時間的変化を知ることが大事となる。特に，

化石燃料の枯渇問題は，国が経済の持続的発

展を図る上で重大な阻害要因である。そうし

た環境問題と経済の持続的発展両方の観点か

ら，国は地球環境をモニターしながら「地球
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環境との共生」を図る方法を に求

め，州も 「天然資源と石油ガス業」

学部もその国の方針に基づいて教育活動を展

開しようとしていると推論できる。

「工学的測地学」を「伝熱工学」さらには

環境問題および地域経済の持続的発展と関連

付けたもう１つの根拠は， 「天然資

源と石油ガス業」学部が，2010/2011学年度

に生態系に配慮しつつ天然資源を持続的に開

発できるような合理的な自然環境の利用を研

究する研究者を大学院修士課程で養成しよう

としたことである。というのは，既に2009

年の聞き取り調査の時にメールキィは，

2003/2004学年度「石油ガス業」学部に「石

油ガス業」専攻に加え「天然資源」専攻が新

設された背景として，「サハリン大陸棚石油

天然ガス資源開発が一段落し，その開発を維

持するための実務的能力を持った専門家の育

成に加え，地質学者 ，地質生態学者

，および測地学者 と

いった生態学に配慮しつつ天然資源を次世代

に残せるような適宜な利用を考えられる学術

的研究能力を持った専門家の育成が，今後

（2009年現在）５～10年という中期的目標に

なると が考えた」と述べていたか

らである 。また，両科目と環境問題との関

係を示す根拠として，メールキィへの2011

年の聞き取り調査によれば，2007/2008学年

度以降同学部が，大学院修士課程に関して実

務的能力を持った専門家と学術的研究能力を

持った専門家の両者を養成する方向に経営方

針を切り替えようとしてきたことを提示でき

る。それら専門家とは，大学院修士課程の

「天然資源」専攻課程の地質学者，地質生態

学者と測地学者であり，「2010/2011学年度

には，公式に当該研究者養成のための３つの

専攻課程を編成し15人の修士を養成してい

た」とメールキィは述べたのである。

さらに，両科目と経済の持続的発展の関係

を示す根拠として，メールキィが，2007年

の 「サービス業と観光業」学部開設

について，「『石油ガス採掘業』だけに依存し

た地域経済成長からの脱却を図ろうとした大

学の地域経済発展に対する専門家養成の方向

性の一つであった」と述べたことを指摘し

たい。

こうした論拠に基づき， が「工学

的測地学」を将来の「技師」に履修させる目

的は，建築・土木工学に応用できる測量術を

学ばせるのでなく，「測地学」の知識と技術

を使って地球環境をモニターすることにより，

「石油ガス」開発と「地球環境との共生」を

図ることだと推論したのである。

（２-２)本項では， が「伝熱工学」

を選択した理由を明らかにすることによって，

自らの専門家養成について何を課題としてき

たのかを解明する。

教育課程内「一般専門」科目同士の関係に

ついて考察してみる。

科目「伝熱工学」（140）は，「熱はエネル

ギーである」という科目「熱力学」の理論を

基礎に，発電所のボイラや自動車のエンジン

など「熱機関」を設計する際に，「熱エネル

ギーの移動をどう制御するかという設計技

術」（丸山，2007，４頁）を論じ，実生活に

応用するための学問である。

州における「熱機関」の例は２つある。

１つ目の例は，発電所のボイラや復水器で

ある。科目「一般電気工学と電子工学」（160，

表２）が火力発電所のボイラと冷却装置であ

る復水器とを扱う専門職である。実際に州都

「ユジノ・サハリンスクには石炭火力発電所

は２基あるが，その内の１基は2015年まで

2 2009年10月２日に，堀内は，ユジノ・サハリ

ンスクで， 「天然資源と石油ガス業」学

部において，メールキィに聞き取り調査した。

3 メールキィ（2011年９月20日）。

4 メールキィ（2009年10月２日）。
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に天然ガス発電所に転換される予定である」

（JFEテクノリサーチ社，2009，87頁）。発

電所の仕組みは，次の通りである。燃料貯蔵

庫から送られる石油，ガス，石炭等の化石燃

料をボイラで燃焼させる。燃焼させた熱で，

水を蒸気に換え，蒸気タービンへ送る。ボイ

ラから送られた蒸気がタービンのブレード

（羽根）にあたり，タービンが回る。同時に，

タービンと同軸の発電機も回り，電気が作ら

れる。最後に，タービンを回した蒸気は復水

器で水に戻され，その後再びボイラへ送られ

るのである。「伝熱工学」は，その「熱機関」

（この場合「ボイラ」や「復水器」）を設計す

る際に必要となる知識である。例えば，「発

電プラントの蒸気タービンではボイラや復水

器などの熱交換器の設計がその熱効率を左右

する。…また，ガスタービン単体でも，熱力

学の第２法則（「熱が低温の物質から高温の

物質に自然に移ることはない」）によって入

り口のガス温度が高ければ高いほど熱効率が

向上するが，そのときのブレードの強度を保

つために空気を吹き出す冷却技術などでは伝

熱現象の解明がきわめて重要である」（丸山，

2007，４頁）。

２つ目の例は，輸送・採掘諸手段の熱機関

（エンジン）である。科目「装置と機械の理

論」，「機械部品と設計の基礎」が輸送手段の

熱機関，および，「石油ガス油井のボーリン

グ」，「石油ガス工業設備」，「石油ガス油井の

採掘」と「穿孔設備の〔機械〕組立と利用」

が採掘手段のそれと関係する。例えば，自動

車の４サイクル・エンジンである。このエン

ジンの仕組みは，次の通りである。石油から

精製されたガソリンをエンジン内で吸気し，

圧縮させ爆発燃焼させたとき，それらの分子

が膨張し，膨張した圧力でエンジン内部のピ

ストンを押し下げる。ピストンを押し下げる

と，同軸のクランク・シャフトが回転し，そ

の力がピストンの直線運動をクランクの回転

運動に変換させる。そして，燃え残ったガス

は排気される。こうしたガソリン燃焼の際，

分子同士の熱エネルギー伝播を論じるのが

「伝熱工学」で，この理論は，自動車に限ら

ず建設用重機，ボーリング等掘削機械，航空

機などのエネルギー機器の設計には不可欠で

ある。

これらの例のように，科目「伝熱工学」は，

「熱エネルギーを機械仕事に変換する熱機関

（エンジン）の設計のための学問」（丸山，

2007，１頁）として発展してきている。その

ため，当該科目では，化石燃料を燃焼する際

に「熱エネルギーからいかに多くの機械仕事

を取り出すか」（植田，2009，８頁）といっ

た「熱効率がどこまで上げられるかがもっと

も重要な視点」（同上）である。

同時に，「伝熱工学」は「熱効率」向上と

いう視点に加えて，「経済の持続的発展」に

向けて，「環境を含んだ系での熱力学的考察

が必須となっている」（丸山，2007，４頁）。

なぜなら，20世紀に大幅に発展した熱機関

によって人類が消費するエネルギー量は急激

に増大し，二酸化炭素排出による地球温暖化，

オゾン層の破壊，そして，州においては将来

的な化石燃料の枯渇によっても環境の変化を

もたらすからである。従って，「熱効率」の

次に重要な視点となるのは，「廃棄物質とそ

の定量評価」（植田，2009，９頁）である。

この「廃棄物質」と「伝熱工学」とに関係す

るのは科目「物質学」である。

例えば，火力発電所とは石油，天然ガスと

石炭を燃焼させて電気を生産する設備だが，

火力発電所はそれら化石燃料燃焼後，排ガス

として有害な窒素酸化物NO，硫黄酸化物

SO，煤煙やCO を排出する。これら大気

汚染物質が「廃棄物質」である。

州では，燃焼によって発生するCO が同

じ電気を作る場合，石炭は天然ガスと比べる

と２倍近くになることもあり，発電所の化石

燃料に占める液化天然ガスLNG等が2000

年を基準にして68.7KW 毎時/トンから
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2006年に107.2KW 毎時/トンに増加してい

るのに対し，石炭は2000年の33.9KW 毎

時/トンから10.8KW 毎時/トンまで減少し

続けてきた（

）。

ところが一方で，州において石炭は比較的

埋蔵量が多い化石燃料なのである。

例えば，州の「電力エネルギーの石炭火力

の比率は（2009年）現在で19.5％」（JFE

テクノリサーチ社，2009，145頁）にしか過

ぎない。それでも州には「ルーサルRusAl

社（ロシアのアルミニウム生産のトップ企業

でロシア国内の約70％のシェアを有し，世

界生産の約８分の１を占める）が，サハリン

島の西海岸・ウグレゴルスク地区又はハバロ

フスク州
ママ
に75万トン/年のアルミ精錬所の

建設を計画検討（投資額70億ドル）してお

り，サハリン州政府と覚書を2007年10月

20日に調印している。そのため2,300MW

（1,000MW の情報もある）の石炭火力発電

所が建設」（JFEテクノリサーチ社，2009，

87頁）予定である。そうなれば州は「石炭

量を約220万トン/年～500万トン/年」（同

上）増加する見通しである。

また州政府は，石炭に対して内需よりも輸

出に力を入れ，2007年現在の生産量315万

トン/年から2020年に800万トン/年に増産

を予定している（JFEテクノリサーチ社，

2009，144頁）。

この比較的埋蔵量の多い石炭でさえ，「800

万トン/年を露天掘り比率90％で採炭を続け

ると，24年間で枯渇する」（同上）という試

算もある。石炭や石油天然ガスは現在のまま

採掘を続ければ早晩枯渇する恐れが大きいの

である。そのため，石油や天然ガスと同様に

石炭をもうまく活用していくことが州経済の

持続的発展には重要となる。

ところが，石炭は比較的埋蔵量の多い化石

燃料だがCO 排出量も多い。その石炭を環

境問題と調和させつつ利用するために，州政

府は，石炭のガス化・液化，排出される

CO の分離・貯蔵，燃料電池，分散エネル

ギーシステムなどの技術開発を に

求めていると推論できる。

その根拠は，メールキィが次に述べたこと

である。2003/2004学年度以降 は大

学院修士課程に「天然資源」専攻を開設して

いたが，2010/2011学年度に新たに「地質

学」専攻課程を開設した。メールキィは，こ

の「地質学」専攻課程新設の目的を「州経済

はこれまで通り『石油ガス業』を基軸としな

がらも，それに加えて今後は，地域経済を補

完していくのが『石炭採掘業

』であろう。その『石炭採掘業』を含

めた化石資源の調査・試掘を担う実務家と研

究者とを養成するため」であると説明した。

石炭燃焼によって発生する温室効果ガスの

CO は，発生比率と発生量全体両方の削減

が必要である。発生比率に関しては，石炭火

力発電所の場合，石炭燃焼時の熱効率を高め

ることによって，発生するCO を削減でき

る。例えば，日本では既に石炭の高熱効率化

に向けて世界に先駆けて「石炭ガス化複合発

電Integrated coal Gasification Combined
 

Cycle：IGCC」，「石炭ガス化燃料電池複合

発電Integrated coal Gasification Fuel Cell
 

combined cycle：IGFC」といった次世代の

最先端技術の開発に取り組んでいる。こうし

た方法によって，CO の排出量を約25％以

上 削 減 で き る（ELECTRIC POWER
 

DEVELOPMENT CO.LTD.，2010，20-21

頁）。また，発生量全体の削減に関して，日

本では発電時に発生したCO を取り出し，

地中に埋める技術の開発も急がれている。

6 メールキィ（2009年10月２日）。5 ハバロフスク地方 の誤りか。
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お わ り に

本稿では，2000年代の州「有益な鉱物資

源の採掘業」発展における当該産業分野に対

応する職業分野の高等専門家養成の課題を検

証してきたが，全体を総括して結論を述べる。

第１に，2000年代に州経済は，サハリン

石油天然ガスの開発から，その開発施設・設

備維持と地域経済の持続的発展へ経済発展の

かじを切りつつあった。それを背景として，

高等専門家需給のミスマッチ問題は，

「天然資源と石油ガス業」学部に関

して見れば，高等専門家養成内容が労働市場

要求内容とミスマッチしていたことである。

具体的に言えばその需給のミスマッチとは，

の高等専門家供給が石油ガス開発支

援寄りで，地域経済の持続的発展を担うこと

のできるものになっていなかったことである。

その対処策として は，教育課程編

成の中で科目「伝熱工学」と「工学的測地

学」とを選択したのである。 の両科

目選択の真意は以下の２点にあると推定され

る。

１つ目に は，「工学的測地学」で

将来の専門家に，「（学校）選択」科目「伝熱

工学」内重点項目「油井の地球物理学的調

査」と「野外の地球物理学的調査」両科目に

必要な地球環境モニターの技能を修得させた

ことである。補足すれば，「工学的測地学」

と「伝熱工学」内の両科目修得により将来の

専門家は，環境変化と化石燃料の枯渇状況を

モニターする知識と技能を身に付けられる。

２つ目に は，「伝熱工学」で将来の

専門家に，「熱機関」が化石燃料を燃焼させ

る際，「高熱効率」の「熱機関」設計技術の

修得をさせたことである。そうした将来の専

門家の技能を活用することによって企業は，

化石燃料全体の使用量を削減し，コストダウ

ンを図れる。また，企業は，そうした将来の

専門家が「熱機関」を開発することにより化

石燃料燃焼後のCO を含めた大気汚染物質

をも削減できる。

結論として， は，火力発電所の燃

料として石油や天然ガスと同様に石炭を環境

問題と調和させつつ利用できる研究開発者，

および，熱効率を高め生態系に優しい熱機関

の設計ができる技師，両者の養成を課題とし

ていると推論できる。

科目「伝熱工学」と「工学的測地学」選択

という対処策が地域経済からの要求にどこま

で応えられるかによって，州の高等専門家需

給のミスマッチ問題が，どの程度解消に向か

うかも決まる。

第２に，中等専門家需給のミスマッチ問題

は，建設・土木・運輸業分野に対応する職業

分野の労働市場において，技術者または（上

級）技術者数が不足していることである。こ

れに関しても本研究は， と

の教育課程編成の分析を通して，そのミス

マッチ解消に高等専門家養成が役立っている

ことを明らかにした。

つまり，そのミスマッチの原因は，州では

中等教育が建設・土木に関係する測量の技術

を有する専門家を養成しつつあるが，それを

除く建設・土木・運輸業分野の労働市場要求

に見合う専門知識を有し技術力に足る（上

級）技術者が2010年現在育っていないから

である。その「代替」として， で将

来の専門家が， で取得すべき（上

級）技術者の資格を取得し，就業しているの

である。その結果， が中等専門家数

不足を補う一助になっている。

もちろん，現地調査の限界，および，ロシ

ア語の科目名を日本語に翻訳し，日本の文献

から科目内容を間接的に解説しただけでは，

の科目実態にどれだけ迫れるのかと

いった疑念を抱かれることも承知している。

その不足部分をできる限り補うために，州経

済に関する国内外の文献から事実だけを推定

の論拠に加えたのである。
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